
 

 

 

平成 23 年 2月 15 日 

各  位 

 

会 社 名  帝 国 繊 維 株 式 会 社 

  代表者名  取 締 役 社 長  飯田 時章 

   （コ－ド番号 3302 東証第１部） 

問合せ先 取締役経営企画部長 阪 田  繁 
    （TEL．０３－３２８１－３０２２） 

 

 

会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大規模買付行為に関する対応方針 

（買収防衛策）に関するお知らせ 

 

当社は本日開催の取締役会において、会社法施行規則第 118 条第３号に定める株式会社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」

といいます）、並びに、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の決

定が支配されることを防止するための仕組みとして、以下のとおり「大規模買付行為に関

する対応方針」（以下「本対応方針」といいます）を決定いたしましたのでお知らせしま

す。 

 

なお、本対応方針を決議した取締役会には、社外監査役２名を含む当社監査役３名全員

が出席し、本対応方針は当社株式の大規模買付行為への対応策として相当である旨の意見

を表明しております。 

本対応方針は、平成23年３月開催予定の当社第85期定時株主総会において、株主の皆様

の承認が得られることを条件に発効することとし、有効期間は平成26年３月開催予定の当

社定時株主総会の終結の時までとします。また、本日現在、当社株式の大規模買付に関す

る打診及び申し入れ等は一切ないことを念のため申し添えておきます。 

平成 22 年 12 月 31 日現在の大株主の状況は、別紙１のとおりです。 

 

 

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益の確保・向上に資する者が望ましいと考えております。そして、当社

の株主の在り方について、当社は、金融商品取引所への上場により株主は市場での自由な

取引を通じて決まるものと考えておりますので、会社を支配する者の在り方は、最終的に

は株主の皆様全体の意思に基づき決定されるべきものと考えております。 

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、株主に株式の売却を
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事実上強要するおそれがあるもの、株主が買付けの条件等について検討したり、当社の取

締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した

条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、株主共同の

利益を毀損するものもあり得ます。このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、

例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断します。 

  

 

Ⅱ．基本方針の実現に資する取組み 

当社は平成 22 年７月、創立 103 年目を迎えました。この間、当社グループは創業時か

らうけつがれた「社会の安全、生活文化の向上に貢献する企業」を基本理念とし、総合防

災事業とリネンの総合事業という２つの価値ある事業を磨き上げるべく、平成 20 年度よ

り中期経営計画「帝国繊維（テイセン）2010」をスタートさせ、 

  総合防災事業の深化・充実・拡大を図る（当社の Mission） 

 “リネンの帝国繊維”を市場に確立する（当社の Heritage）  

を目標に取り組んでまいりました。  

当社は、これらの事業活動を通じて、「一味ちがった優れた企業」「発展し成長を続ける

企業」「社会や公共に大きく貢献する企業」の実現を目指しており、企業価値の長期安定

的な向上を図ることを、経営の最重要課題と認識しております。 

当社の主たる業務分野である総合防災事業は、社会の安全と安心を確保する極めて公共

性の高い分野であり、当社創業以来、その社会的使命を完遂すべく全社一丸となって取り

組んでおります。また、当社のもう一つの事業分野でありますリネン（麻）事業と機能繊

維事業は、ユーザーの皆様から当社製品の品質に対する高い信頼を得ているとともに、機

能繊維の用途開発につきましても、ユーザーの方々から高い評価を頂き今日に至っており

ます。 

 

【中期経営計画】 

そして、平成 23 年度よりスタートさせる中期経営計画「帝国繊維（テイセン）2013」

では、「社会にかけがえのない企業をめざして」をスローガンに 

 １．価値ある事業を更に磨き上げる 

    ・我々の Mission ：総合防災事業の深化・充実・拡大 

    ・我々の Heritage :“リネンの帝国繊維”を市場に確立する 

 ２．高い目標を掲げ、マーケット対策の徹底を期す 

    ・消防防災の主要４事業分野でトッププレーヤーの地位を確立する 

    ・民需防災事業を確たる営業基盤に育て上げる 

    ・先端的防災分野への広範な参画を実現する 

    ・新たに予測される社会リスクへの十全な対応を用意する  

    ・リネンの帝国繊維を市場に確立する  

 ３．収益力の持続的強化を目指す  

ことを目標に、グループ一丸となって取り組んでまいります。 
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【コーポレートガバナンス（企業統治）の推進】  

当社は、環境の変化に迅速に対応できる経営体制の構築・維持を経営上の重要な課題と

しており、株主をはじめとするステークホルダーの権利・利益を尊重し、法令・倫理の遵

守、経営の透明性の向上、経営監督機能の強化など、コーポレートガバナンス（企業統

治）の充実が持続的に企業価値を高めることに繋がるとの基本認識のもと、取締役会・監

査役会ともども、その役割を果たしてまいる所存です。 

  

 

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配 

されることを防止するための取組み 

 

１．本対応方針の導入の目的 

本対応方針は、前記Ⅰに述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び

事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものです。 

本対応方針を運用するにあたっては、当社は、大規模買付行為が行われた際には、株主

の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報や時間を確保したり、買付者と交渉

を行うことが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることにつな

がると考えています。そのため当社は、本対応方針において、大規模買付行為を行う際の

情報提供等に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます）を定めることといた

しました（但し、前述のとおり、本対応方針は平成 23 年３月に開催される当社第 85 期定

時株主総会で承認されることを条件として発効することとしております）。大規模買付

ルールは、株主の皆様に対し、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をする

ための必要かつ十分な情報を提供するものであり、当社株主共同の利益に資するものであ

ると考えます。 

 

２．本対応方針の対象となる当社株式の買付け 

本対応方針の対象となる当社株式の買付けとは、特定株主グループ（注１）の議決権割

合（注２）を 20％以上とすることを目的とする当社の株券等（注３）の買付行為、又は結

果として特定株主グループの議決権割合が 20％以上となる当社株券等の買付行為（いずれ

も事前に当社取締役会が同意したものを除きます。また、市場取引、公開買付け等の具体

的な買付方法の如何を問いません。以下このような買付行為を「大規模買付行為」といい、

大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）とします。 

 

注１：特定株主グループとは、 

(ⅰ) 当社の株券等（金融商品取引法第 27 条の 23 第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者

（同法第 27 条の 23 第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及び

その共同保有者（同法第 27 条の 23 第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共

同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）又は、 

(ⅱ) 当社の株券等（同法第 27 条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第

27 条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含み
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ます。）を行う者及びその特別関係者（同法第 27 条の２第７項に規定する特別関係者をいいま

す。） 

を意味します。 

注２：議決権割合とは、 

(ⅰ) 特定株主グループが注１の(ⅰ)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引法

第 27 条の 23 第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の

共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も加算するものと

します。）又は、 

(ⅱ) 特定株主グループが注１の(ⅱ)の記載の場合は、当該買付け等を行う者及びその特別関係者の

株券等所有割合（同法第 27 条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいい

ます。 

株券等保有割合及び各株券等所有割合の算出に当たっては、総議決権の数（同法第 27 条の２第８項

に規定するものをいいます。）及び発行済株式の総数又はこれに準ずるものとして内閣府令で定める

数（同法第 27 条の 23 第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書及び

自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。 

注３：株券等とは、 

金融商品取引法第 27 条の 23 第１項に規定する株券等又は同法第 27 条の２第１項に規定する株券等

のいずれかに該当するものを意味します。 

 

３．大規模買付ルールの内容 

大規模買付ルールとは、大規模買付者が事前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情

報を提供し、それに基づき当社取締役会が当該大規模買付行為について評価検討を行うた

めの期間を設け、かかる期間が経過した後に大規模買付行為が開始されるというものです。

大規模買付ルールの概要は、以下のとおりです。 

 

（１）意向表明書の提出及び大規模買付情報の提供 

ア 意向表明書の提出 

大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、株主の皆様の

判断及び当社取締役会の評価検討のために必要かつ十分な情報（以下「大規模買付情

報」といいます）を提供していただきます。 

大規模買付情報の内容は、大規模買付行為の内容及び態様によって異なり得るため、

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買付

ルールに従って大規模買付行為を行う旨の「意向表明書」をご提出いただくこととし

ます。意向表明書には、大規模買付者の名称及び住所、設立準拠法、代表者の氏名、

国内連絡先、提案する大規模買付行為の概要並びに大規模買付ルールに従う旨の誓約

を記載していただきます。 

イ 大規模買付情報の提供 

当社は、前記アの意向表明書の受領後 10 営業日以内に、大規模買付情報のリスト

を大規模買付者に交付し、大規模買付者は、当該リストにしたがい、大規模買付情報

を当社に提供することとします。当初提供していただいた情報だけでは大規模買付情
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報として不足していると当社取締役会又は後記特別委員会が考える場合には、追加的

に情報を提供していただくことがあります。また、当社は、大規模買付行為の提案が

あった事実及び大規模買付情報の提供が完了した事実については速やかに開示し、ま

た、当社取締役会に提供された大規模買付情報については、株主の皆様の判断のため

に必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する時点で、その全

部又は一部を公表いたします。 

なお、大規模買付情報の項目の一部は、以下のとおりです。 

① 大規模買付者及び特定株主グループの概要（事業内容、資本構成、設立根拠法、

当社及び当社グループ（以下「当社ら」といいます）の事業と同種事業についての

経験の有無を含む） 

② 大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の種類・価額、買付けの時期・

方法その他の買付条件及びその適法性、関連する取引の仕組み、並びに買付け及び

関連する取引の実現可能性を含む） 

③ 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡が

存在する場合にはその内容 

④ 買付対価の算定根拠及び買付資金の裏付け（資金の供与者の名称その他の概要、

調達方法、関連する取引を含む） 

⑤ 大規模買付行為完了後に意図する当社らの経営方針、事業計画、当社らの企業価

値を持続的かつ安定的に向上させるための施策及び当該施策が当社らの企業価値を

向上させる根拠 

⑥ 当社らの従業員、取引先、顧客、地域社会その他の利害関係者と当社らとの関係

に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無及びその内容 

 

当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必要に応じて、大

規模買付者に対し情報提供の期限を設定することがあります。ただし、大規模買付者か

ら合理的な理由に基づく延長要請があった場合は、その期限を延長することができるも

のとします。 

また、当社取締役会が本必要情報の追加的な提供を要請したにもかかわらず、大規模

買付者から、当該情報の一部について提供が難しい旨の合理的な説明がある場合には、

当社取締役会が求める本必要情報が全て揃わなくても、大規模買付者との情報提供に係

る交渉を打ち切り、後記（２）の当社取締役会による評価検討を開始する場合がありま

す。 

 

（２）当社取締役会による評価検討 

当社取締役会は、大規模買付行為の評価検討の難易度に応じて、大規模買付者が当社

取締役会に対して大規模買付情報の提供を完了した後（追加で大規模買付情報が提供さ

れた場合には当該追加の提供を完了した後）、対価を現金（円貨）のみとする公開買付

けによる当社株券等の全ての買付けの場合には 60 日間、その他の大規模買付行為の場

合には 90 日間を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案の

ための期間（以下「取締役会評価期間」といいます）として確保されるべきものとしま
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す。但し、後記（３）の特別委員会の評価・検討期間が延長された場合には、特別委員

会の勧告を受けて、延長された期間と同一期間を上限に延長することがありますが、そ

の場合にはその旨公表いたします。そして、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経

過後にのみ開始されるべきものとします。 

取締役会評価期間中、当社取締役会は、適宜必要に応じて外部専門家の助言を得なが

ら、提供された大規模買付情報を十分に評価検討し、当社取締役会としての意見を取り

まとめ、公表します。また、必要に応じて、大規模買付者との間で大規模買付行為に関

する条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示すること

もあります。 

 

（３）特別委員会の関与 

ア 特別委員会の設置 

大規模買付ルールに則って一連の手続の進行が行われたか否か、並びに大規模買付

ルールが遵守された場合で当社企業価値及び当社株主共同の利益を守るために適切と考

える一定の対抗措置を執るか否かについては、当社取締役会が最終的判断を行うことに

なりますが、その判断の合理性、公正性を担保するために、当社は、当社取締役会から

独立した組織として、特別委員会を設置いたします。特別委員会に係る規程の概要につ

きましては、別紙２をご参照ください。 

特別委員会の委員は、３名以上とし、社外取締役、社外監査役、社外有識者（取締役

又は執行役として経営経験豊富な者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、

税理士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験者など）の中から選任されるものと

します。なお、当初の委員候補者の氏名及び略歴は、別紙３に記載のとおりです。 

イ 特別委員会の権限 

特別委員会は、大規模買付者に対し、提供された情報の内容が大規模買付情報として

不十分であると判断した場合には、情報を追加的に提供するよう当社取締役会を通して

求めることができます。 

また、特別委員会は、当社取締役会からの対抗措置の発動の是非についての諮問を受

けた日から原則として 30 日間が経過する日まで（取締役会評価期間中の期間とし、以

下「特別委員会検討期間」といいます）に、大規模買付行為を評価・検討し、特別委員

会としての意見をとりまとめ、当社取締役会に対して勧告を行います。なお、特別委員

会が特別委員会検討期間満了時までに、対抗措置の発動の是非につき勧告を行うに至ら

ない場合には、特別委員会は、大規模買付者等の買付等の内容の検討、当該大規模買付

者との交渉、代替案の検討等に必要とされる 30 日を上限とする合理的な範囲内で、当

該評価・検討期間を延長できるものとします（この延長がなされた場合には、前記

（２）のとおり、取締役会評価期間も当該延長された期間を上限に延長することがあり

ます）。取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置の発動・不発動の

決議を行います。 

 

４．大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

（１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 
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大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合で、かつ当社の企業価値又は株主

共同の利益を確保するために必要であるときには、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、当社企業価値及び当社株主共同の利益を守ることを目的として、

新株予約権無償割当ての実施等、会社法その他の法令及び当社定款が当社取締役会の権

限として認める措置（以下「対抗措置」といいます）を講じ、大規模買付行為に対抗す

ることがあります。具体的な対抗措置については、その時点で相当と認められるものを

選択することとします。 

当社取締役会が具体的な対抗措置として、新株予約権無償割当てを実施する場合の概

要は、別紙４「新株予約権無償割当ての概要」のとおりとします。また、その場合には、

対抗措置としての効果を勘案した行使期間、行使条件及び取得条項を設けることがあり

ます。具体的には、当該大規模買付者及び特定株主グループに属さないことを行使条件

とし、当社が大規模買付者及び特定株主グループに属さない者から当社株式と引き換え

に取得できることを内容とする新株予約権を、大規模買付者が出現した後の一定の時点

のすべての株主に対して無償にて割り当てます。 

 

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は反対意見の表

明、代替案の提示、株主の皆様への説得を行う可能性は排除しないものの、原則として、

大規模買付行為に対する対抗措置は執りません。大規模買付者の買付提案に応じるか否

かは、株主の皆様において、当該買付提案の内容及びそれに対する当社取締役会の意見、

代替案をご考慮の上、ご判断いただくことになります。 

但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当

社企業価値及び当社株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、当社企業価値

及び当社株主共同の利益を守ることを目的として、前記（１）と同様の対抗措置を講じ

ることがあります。具体的には、以下の①から⑧の類型に該当すると認められる場合に

は、大規模買付行為が当社企業価値及び当社株主共同の利益を著しく損なうと認められ

る場合に該当するものと考えます。 

① 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を吊り上げて高値

で株式を当社関係者に引き取らせる目的で当社の株式の買付けを行っていると判断さ

れる場合（いわゆるグリーンメーラーである場合） 

② 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企

業秘密情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者や特定株主グループ等に移譲させる

目的で当社の株式の買付けを行っていると判断される場合 

③ 当社の経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者や特定株主グループ等の債

務の担保や弁済原資として流用する予定で当社の株式の買付けを行っていると判断さ

れる場合 

④ 当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券

等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、

あるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当社の株式の高価売り抜け

をする目的で当社の株式の買付けを行っていると判断される場合 
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⑤ 大規模買付者の提案する当社株式の買付条件（買取対価の種類・価額、買付の時

期・方法その他の買付条件及びその適法性、関連する取引の仕組み、並びに買付け及

び関連する取引の実現可能性を含むがこれらに限らない）が、当社の企業価値に照ら

して著しく不十分又は不適切なものであると合理的な根拠をもって判断される場合 

⑥ 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の買付け

で全株式の買付けを勧誘することなく、二段目の買付条件を不利に設定し、あるいは

明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいう）など、株主の判断の機

会又は自由を制約し、事実上、株主に当社株式の売却を強要するおそれがあると判断

される場合（但し、部分的公開買付けであることをもって当然にこれに該当するもの

ではない） 

⑦ 大規模買付者による支配権取得により、当社株主はもとより、顧客、従業員その他

の利害関係者の利益を含む当社の企業価値の毀損が予想され、あるいは、当社の企業

価値の維持及び向上を妨げるおそれがあると合理的な根拠をもって判断される場合 

⑧ 買付けが行われる時点での法令等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に重大な損害をもたらすおそれのある買付け等であると明らかに認められている買付

けと判断される場合 

 

（３）対抗措置の発動の手続 

本対応方針においては、前記（２）に記載のとおり大規模買付者が大規模買付ルール

を遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

一方、前記（２）に記載のとおり例外的に対抗措置をとる場合、及び前記（１）に記載

のとおり対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を担保するために、ま

ず当社取締役会は対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非に

ついて諮問し、特別委員会は大規模買付ルールが遵守されているか否か等を十分検討し

た上で対抗措置の発動の是非について勧告を行うものとします。 

当社取締役会は、対抗措置を講じるか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大

限尊重するものとします。 

 

（４）対抗措置発動の停止等について 

前記（３）において、当社取締役会が対抗措置を講ずることを決定した後、当該大規

模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行った場合など対抗措置の発動が適切でな

いと当社取締役会が判断した場合には、特別委員会の助言、意見又は勧告を十分に尊重

した上で、対抗措置の発動の停止又は変更等を行うことがあります。例えば、対抗措置

として新株予約権無償割当てを行う場合には、当社取締役会において、新株予約権無償

割当てが決議され、又は新株予約権無償割当てが行われた後においても、その後、大規

模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行うなど対抗措置の発動が適切でないと取

締役会が判断したときには、行使期間開始日までの間は、特別委員会の勧告を受けた上

で、新株予約権無償割当て等の中止、又は新株予約権無償割当て後において、無償取得

の方法により対抗措置発動の停止等を行うことができるものとします。 

このような対抗措置発動の停止等を行う場合は、特別委員会が必要と認める事項とと
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もに速やかな情報開示を行います。 

 

５．株主及び投資家の皆様に与える影響及び必要となる手続 

（１）大規模買付ルールが株主及び投資家の皆様に与える影響等 

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するた

めに必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の

皆様が代替案の提示を受ける機会を保障することを目的としています。これにより株主

の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断を

することが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につ

ながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主及び投資家の皆

様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、株主及び投資家の皆様の利

益に資するものであると考えております。 

なお、前記４において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか

否かにより大規模買付行為に対する当社の対応が異なりますので、株主及び投資家の皆

様におかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。 

 

（２）対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会は、当社企業価値及び当社株主共同の利益を守ることを目的として、前

記の対抗措置を執ることがありますが、当社取締役会が対抗措置を執ることを決定した

場合には、適用ある法令、金融商品取引所規則等に従って、適時適切な開示を行います。

対抗措置の発動時においても、大規模買付者及び特定株主グループに属する株主以外の

株主の皆様が法的権利又は経済的側面において格別の損失を被るような事態は想定して

おりません。 

対抗措置の一つとして新株予約権無償割当てを行う場合は、当社が当該新株予約権の

取得の手続きを取ることにより、大規模買付者等以外の株主の皆様は、新株予約権の行

使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による当該新株予約権の取得の対価として

当社株式を受領することになりますので格別の不利益は発生しません。また、特別委員

会の勧告を受けて、前記４（４）にしたがい、当社取締役会が当該新株予約権無償割当

ての中止又は割当てた新株予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得すること

により、株主の皆様は新株予約権を失います）を行う場合には、１株当たりの株式の価

値の希釈化は生じませんが、当該新株予約権無償割当てを受けるべき株主が確定した後

に当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主又は投資家の 

皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。 

大規模買付者や特定株主グループについては、大規模買付ルールを遵守しない場合や、

大規模買付ルールを遵守した場合であっても大規模買付行為が当社の企業価値及び株主

共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、対抗措置が講じられることにより、

結果的にその法的権利又は経済的側面において不利益が発生する可能性があります。 

本対応方針の公表は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがないよう予

め注意を喚起するものです。 
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（３）対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続 

対抗措置として新株予約権無償割当てを行う場合には株主の皆様は、引受けの申込み

を要することなく新株予約権の割当てを受け、また、当社が新株予約権の取得の手続き

をとることにより、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による

新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することになるため、申込みや払込み等

の手続きは必要となりません。但し、当社は、新株予約権の取得に先立ち、新株予約権

の割当てを受ける株主の皆様ご自身が大規模買付者及び特定株主グループに属する者で

はないこと等を誓約する当社所定の書式による書面のご提出を求めることがあります。 

対抗措置の発動に際しての手続の詳細については、実際に対抗措置を発動することと

なった際に、適用ある法令及び金融商品取引所規則等に基づき開示いたします。 

 

６．本対応方針の適用開始、有効期限、廃止及び変更 

（１）本対応方針は、平成 23 年３月開催予定の当社定時株主総会における承認を条件と

して、同株主総会の開催日である平成 23 年３月 30 日より発効することとし、有効期

間は、平成 26 年３月開催予定の定時株主総会の終結時までとします。本対応方針の

継続についても、発効と同様に、当社の定時株主総会の承認を得ることとします。 

（２）本対応方針は、その発効後においても、当社定時株主総会において本対応方針を廃

止する旨の決議が行われた場合、または、当社取締役会により本対応方針を廃止する

旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。 

（３）当社取締役会においては、会社法関係法令の改正、今後の司法判断の動向及び金融

商品取引所その他の公的機関の対応等を踏まえ、当社企業価値及び当社株主共同の利

益の維持及び向上の観点から、必要に応じて本対応方針を見直して参りたいと思いま

す。本対応方針の変更については、法令等の改正に伴う軽微な変更を除き、速やかに

株主の皆様にお知らせします。 

 

 

 

Ⅳ．対抗措置が基本方針に沿うものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものでは 

なく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

 

（１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

    本対応方針は、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成 20 年６月 30 日に

発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を検

討した上で作成したものであり、経済産業省及び法務省が平成 17 年５月 27 日に発

表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指

針」の定める三原則を充足しています。 

 

（２）対抗措置の客観的発動条件の設定 

    当社の大規模買付行為に対する対抗措置は、後記（４）の特別委員会の勧告を受

けるほか、あらかじめ定められた合理的客観的発動条件が充足されなければ発動さ
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れないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための

仕組みを確保しております。 

 

（３）株主意思の重視 

    大規模買付ルールの制定につきましては、当社は、前記Ⅲ６（１）に記載のとお

り、平成 23 年３月開催予定の当社定時株主総会において株主の皆様のご承認をい

ただくことで、株主の皆様のご意向が反映されるものとなっております。また、そ

の後の大規模買付ルールの継続につきましても、前記Ⅲ６（１）に記載のとおり、

一定の期間ごとに株主総会に議案を提出し、株主の皆様にお諮りする予定でありま

す。 

 

（４）第三者専門家の意見の重視と情報開示 

    前記Ⅲ３（３）のとおり、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員

会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、特別委員会は、この諮問に基づき、

当社取締役会に対し対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会

は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大限尊重す

るものとします。 

    また、当社取締役会は、特別委員会に対する諮問のほか、大規模買付者の提供す

る大規模買付情報に基づいて、外部専門家の助言を得ながら、当該大規模買付者及

び当該大規模買付行為の具体的内容並びに当該大規模買付行為が当社企業価値及び

当社株主共同の利益に与える影響を検討するものとします。 

    当社取締役会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされて

おり、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように本対応方針の透明な運営が行

われる仕組みが確保されています。 

 

（５）デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

   前記Ⅲ６に記載したとおり、本対応方針は、当社の株主総会で選任された取締役で

構成される取締役会により廃止することが出来るものとされており、本対応方針は、

デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を

阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用していな

いため、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことがで

きないため、その発動を阻止するのに時間を要する防衛策）でもありません。  

 

以 上 
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（別紙１） 

 

当社株式の状況（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

  

１．発行可能株式総数 97,600,000 株 

２．発行済株式総数  27,089,400 株 

３．株主数        4,695 名 

４．大株主（上位 10 名）   

 

株  主  名 
持 株 数 

（千株） 

持株比率 

（％） 

株式会社損害保険ジャパン 1,587 6.06 

株式会社みずほコーポレート銀行 1,295 4.95 

丸紅株式会社 1,200 4.58 

明治安田生命保険相互会社 1,000 3.82 

ヒューリック株式会社 795 3.03 

株式会社モリタホールディングス 790 3.02 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 670 2.56 

みずほ信託銀行株式会社 598 2.28 

帝人ファイバー株式会社 552 2.11 

西松建設株式会社 540 2.06 

 

 (注)１．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

２．当社は自己株式 931,502 株を保有していますが、上記大株主からは除いております。 

３．持株比率は自己株式(931,502 株)を控除して計算しております。 

   

以 上 
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（別紙２） 

 

特別委員会規程の概要 

  

１．設置 

特別委員会は、当社取締役会の決議により設置される。 

 

２．構成員 

特別委員会は、当社取締役会により委嘱を受けた社外取締役、社外監査役、社外有

識者（取締役又は執行役として経営経験豊富な者、投資銀行業務に精通する者、弁

護士、公認会計士、税理士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験者など）の

３名以上で構成される。 

 

３．任期 

特別委員会の委員の任期は、当社取締役会の決議によって定める。 

 

４．決議要件 

特別委員会の決議は、特別委員の過半数が出席し、その３分の２以上をもってこれ

を行うものとする。 

 

５．決議事項 

特別委員会は、原則として、当社取締役会の諮問がある場合には、これに応じ、以

下の各号に記載された事項について決定し、理由を付してその決定の内容を当社取

締役会に勧告するものとする。なお、特別委員は、当該決定にあたっては、企業価

値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら

自ら又は当社取締役の個人的利益を図ることを目的としては行わないものとする。 

① 大規模買付者及び当社取締役会が特別委員会に提供すべき情報と提供期限 

② 取締役会評価期間及び特別委員会検討期間の延長 

③ 大規模買付行為が当社企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合

に該当するか否か 

④ 対抗措置の発動・停止等 

⑤ 本対応方針の変更 

⑥ その他本対応方針に関連し、当社取締役会が諮問した事項 

 

６．専門家等の助言 

特別委員会は、適切な判断を確保するために、上記判断に際して、必要かつ十分な

情報収集に努めるものとし、当社の費用で、当社経営陣から独立した第三者（財務

アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の

助言を得ることができる。 

                      以 上 

13 



 

 

（別紙３） 

 

特別委員会の委員候補者の略歴 

  

本対応方針における特別委員会の委員候補者は、以下の３名を予定しています。 

  

星 野 良 祐 

昭和 49 年４月  安田火災海上保険㈱入社 

平成 17 年４月  ㈱損害保険ジャパン常務執行役員 

平成 19 年４月  同社企画開発部顧問 

平成 19 年６月  日本環境安全事業㈱取締役（現任） 

平成 23 年３月  当社社外監査役（独立役員）就任予定 

        （第 85 期定時株主総会に議案として上程予定です） 

 

上 浦 種 彦 

昭和 33 年４月  ㈱富士銀行入社 

平成元年 ２月   同行取締役小舟町支店長 

平成３年 ３月   昭栄㈱代表取締役社長 

平成 13 年３月  同社代表取締役会長 

平成 17 年３月  同社相談役 

平成 19 年３月  当社補欠監査役（現任） 

平成 19 年３月   昭栄㈱顧問（現任） 

  

杉 本 幸 孝 

昭和 39 年４月  弁護士登録 

昭和 49 年４月  杉本・柳川・奥山法律事務所開設 

昭和 60 年 10 月  東京丸の内法律事務所開設 代表 

        （現 東京丸の内・春木法律事務所） 

平成 18 年 12 月  杉本法律事務所開設 代表（現任） 

  

以 上 
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（別紙４） 

新株予約権無償割当ての概要 

  

１．新株予約権無償割当ての対象となる株主 

当社取締役会で定める割当てについての基準日（以下「割当基準日」といいま

す。）における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する当社普通株式

（但し、当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で新たに払込み

をさせないで新株予約権を割当てる。 

２．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、新株予約権１個あたり

の目的である株式の数は１株とする。但し、当社が株式分割又は株式併合を行う場合

は、所要の調整を行うものとする。 

３．株主に割当てる新株予約権の総数 

新株予約権の割当総数は、当社取締役会が定める割当基準日における当社普通株式

の発行可能株式総数から当社普通株式の発行済株式の総数（当社の所有する当社普通

株式を除く。）を減じた株式数を上限として、当社取締役会が定める数とする。当社

取締役会は、割当総数がこの上限を超えない範囲で複数回にわたり新株予約権の割当

てを行うことがある。 

４．各新株予約権の行使に際して出資される財産及びその価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、１円以上で

当社取締役会が定める額とする。 

５．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による当該新株予約権取得については、当社取締役会の承認を要

することとする。 

６．新株予約権の行使条件・取得条項 

大規模買付者を含む特定株主グループに属する者（当社の株券等を取得又は保有す

ることが当社株主全体の利益に反しないと当社取締役会が認めたものを除く。以下

「新株予約権の行使が認められない者」といいます。）に行使を認めないこと等を新

株予約権行使の条件として定めることがある。詳細については、当社取締役会におい

て別途定めるものとする。また、この行使条件のために新株予約権の行使が認められ

ない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権１個につき１株を交

付することができる旨の条項を定めることがあり、当該取得に関する条項は、当社取

締役会にて別途定めるものとする。 

７．新株予約権の行使期間等 

新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会にて別途定める

ものとする｡ 

 

以 上 

 


